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は　し　が　き
　前3回の論文で，1909年憲法成立までと，1961年憲法成立までの期間の
時代区分を試みた。ところが，この区分の基準について，1909年までは，
大きな事件を境にして区分けしてみた。これに対して，1961年憲法制定ま
2での場合は，その間の首相の在任期間を基準とした。首尾一貫しない感が
あるし，今回の場合どちらの基準で区分を考えたらよいか迷ってしまっ
た。がこれは，1909年までの状況は南アフリカ共和国のいわば憲法前史の
ようなものであるから，首相在任期間を基準にできない道理であった。し
かし，歴史を論ずるには，やはり時代区分は統一された基準で区分しなけ
れば，おかしいので，今回は1909年憲法成立までの基準にかえって大きな
出来事を中心にした区分を試みた。1909年以降1961年憲法成立までの期間
の時代区分については，あとで再検討する。
　1961年憲法から1983年憲法までは，20年足らずの期間なので，時代区分
を考えるほどのこともない期間であるが，しかし，この時期には，アパル
トヘイトにかかわる二つの大きな変化があった。一つは1976年のトランス
カイ独立である。これはバンツースタン自治促進法の実践であり，これに
よってアフリカ人が法的に共和国から離れることになり，大アパルトヘイ
トが始まった。憲法史としてもこの前後を一つの区切りとしてもよい。も
う一つは，同じ年，1976年のソエト暴動である。この事件をきっかけに国
際的なアパルトヘイト批判がおこり，これに対する政府の姿勢の変更がは
じまったことである。この事件もまた，憲法史に強いインパクトを与え
た。
　1976年以降に10のバソツー・ホームランドが独立するに至って，政府は
アフリカ人の市民権を消滅させ，その結果，1983年の白人，カラード及びア
ジア人の三人種のみによる三院制の国会を創設した憲法の制定に道を開い
たことになった。そしてさらに，アパルトヘイト諸法を徐々に廃止するこ
とで，国際世論の軟化をはかることにしたのである。したがって1961年憲
法以後の20年間は，前半はバンツースタン自治促進法が完成していく過程
の中での憲法運用の考察であり，後半はホームラソド独立国がっぎっぎに
つくられていく一方，1980年の憲法改正までの間の国会の強化改正，そし
て人種別三院制をつくるための下地づくりが行われた。この1983年の三院
制の下地は，すでに1977年に作成された政府の憲法草案にあった。しかし
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実現したのは大統領評議会を骨子とした1980年憲法であった。
　1983年の三院制憲法は，アパルトヘイト政策の究極の悪制度であろう。
これを織り込んだ憲法のもとで，人種差別が緩和されることもなく，国際
批判が柔らぐわけのものではなかった。したがって，1983年以降はアパル
トヘイト法体系を廃止していく政策を推進していくほかはなかったのであ
る。政府は国際世論を柔らげるために，ANCの副議長ネルソン・マンデ
ラを釈放して，対話の場をつくったり，いくつかの重要なアパルトヘイト
法を廃止したりしている。いずれは一人一票制の憲法制定までに至るの
は，そう遠くないところまできていると思う。今回は，このような転換期
にきつつある1961年憲法の運用及び，1983年憲法制定までの20年間の検討
をすすめることにする。
1　時代区分
　1961年憲法が制定され，南アフリカ共和国が誕生してから，1983年憲法
が制定されるまでの22年間は，南アフリカのボーア人がイギリス支配から
解き放たれて，ボーア人による徹底したアパルトヘイト政策が実践に移さ
れた時期である。その促進された段階は，ホームラソドが独立したトラソ
スカイの建国であった。しかしこの政策が国際批判を浴びて，徐々にアパ
ルトヘイト法の廃止への道に移りはじめた，そういう転換の時期でもあ
る。その変り目を一つのくぎりとして時代区分を考えると，1976年のソエ
ト事件をこれにあてることができる。そこで今回はソエト事件を区分の事
項としてその前後のちがいについてみてみる。
　（1）ソエト事件以前（1961～1976）
　ソエト事件は，1976年6月16日から3日間，アフリカ人の生徒1万人が
警察官と衝突して，死者176人を出す大事件であった。事の起りは，国民
党政府がボーア人の日常語であるアフリカーンス語を学校教育に採用しよ
4うとしたことに対する反対運動であった。このソエト事件がおこるまでの
15年間は，国民党によるアパルトヘイト政策の強化時代であった。この時
期のアパルトヘイト政策には二つの流れがあった。一つは個別的に日常生
活の中でアフリカ人，カラードそしてアジア人など有色人たちに白人との
間を区別する，さまざまな差別法が一段と強化された時期である。例え
ぽ，1963年には原住民都市地域法が改正され，白人地域でのアフリカ人に
よる企業設立が禁止された。また，従来のパス法である原住民身分証廃
止・書類調整法の修正法によって，16歳以上の女子アフリカ人にもパス携
行を義務づけることにした。1964年のバンツー労働修正法で，パス法違反
のアフリカ人を白人農場で強制労働させた。さらに，1968年の政治干渉禁
止法など，数えあげると際限がないのである。
　いま一つのアパルトヘイト政策は，すでに連邦憲法時代の1959年に制定
されたパンツー自治促進法によって，バンツー・ホームラソドを独立さ
せ，アフリカ人をこれらの国の国民にすることによって，完全な人種分離
を意図した政策の実践であった。このため，1963年にトランスカイ自治憲
法が制定された。そして，トランスカイの自治権が認められた。さらに
1971年には他のホームラソド全体に共通するバンツー・ホームランド憲法
が制定された。こうして，シスカイ（1971年），ズールランド，ボプタツワ
ナ，レボワ（1972）などが自治政府を設置した。トランスカイは，1976年
に正式に独立した。その年，ソエトの暴動が発生したのである。
　（2）ソエト事件以後（1976～1983）
　この年，ソエト事件のおこった1976年は，憲法史では象徴的な年であっ
た。それは一方で前項で述べたように，この年にトランスカイが独立し，
これによってボーア人政府のアパルトヘイト政策の究極的な制度が確立
し，のちの1983年の三院制憲法の制定の道を開いたからである。そして，
他方では，この年にソエト事件によって，アパルトヘイト政策が国際的な
批判をあびて，アパルトヘイト憲法体制がくずれゆく道をつくる結果とな
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ったからである。
　翌年，総選挙が行われたが，その結果，国民党の人種差別に反対する政
党として，PFPが発足した（これはイギリス系の政党である）。そのほか
中道派のNRPも登場した。憲法史ではのちの1980年の憲法改正，さら
に1983年憲法につながる調査委員会（1975年発足）の報告書が提出され
た。その内容はのちに紹介するが，大筋の要点は①名目でない行政権をも
つ大統領制の設置，②アフリカ人を除く，白人，カラード，イソド人別の
議会の設置，③各内閣の代表からなる内閣審議会の設置などの提案であっ
た。
　1978年に，フォルスター一首相が失脚，ボータ政権が誕生，以来南アフリ
カの人種問題はボータ政権のもとで三院制，大統領制の1983年憲法による
ボータ大統領によって指導されていくことになる。
　1980年の憲法改正ではシェルブッシュ調査委員会の報告をうけて，つぎ
のような制度が採用され，1983年憲法へのステップとなった。①ウエスト
ミンスター型政府を修正する，②上院を廃止する，③上院にかおって，白
人，カラード，インド人及び中国人からなる60名で構成する大統領評議会
を設置する，④大統領評議会は四つの委員会で構成する，⑤大統領評議会
の議長を副大統領とする。これらの改正内容のうち，結局大統領の地位が
立法上あいまいであったため，ウエストミソスター体制は，1980年憲法で
は崩れなかった。また大統領評議会の役割もあいまいであった。したがっ
て，本格的な大統領制に転換するのは，三院制国会の実現とともに1983年
憲法をまつことになる。1980年憲法における改正の目玉となったのは，結
局は上院の廃止であった。
　1981月の総選挙では，165名の下院議席中131名が国民党で占められ，ひ
きつづきボータ政権となる。アパルトヘイト問題としては，リホト判決
（9月）があり，黒人の定住権を認めた判決が最高裁ランド支部で行われ
た。アフリカ人の義務教育が試験的に始められた。1982年には各種の治安
法を一括して国内治安法を制定した。
6II　国会の性格と役割
　（1）国会の性格一議会主権の把え方一
　南アフリカ共和国の法制の最大の特色は，膨大なアパルトヘイト法にあ
る。これらのアパルトヘイト法が南アフリカ共和国のアパルトヘイト政策
を支えているのであるから，南アフリカ共和国では，国会の立法権につい
ては，行政，司法，特に司法に対して異常なまでの強い優越性を認める議
論が多い。そしてまた，制度的にもそのような傾向の改革がすすめられて
きた。
　その第一は，したがって司法権制限の政策があげられる。そして，これ
を支える議会制優位の理論があった。南アフリカ共和国は，1961年憲法
で，共和国となると同時に，イギリスのコモンウエルスから離脱した。こ
のことは，それまでの南アフリカ連邦時代に確立したイギリスのウエスト
ミンスター条例体制からも脱却したこととなっていた。しかしながら，国
会制度はウエストミンスター体制から抜けだすことはできず，内閣との関
係では議院内閣制的な中途半端な国会制度となった。もっともこれは国会
制度をあらためるにあたって，優柔不断からきたことではなく，議会制度
の優位性から法律の絶対性を確立させるには，ウエストミンスター体制に
依存し，司法権による法令審査権を抑制することで，アパルトヘイト政策
の堅持をはかろうとするものである。
　それでは，議会主権をどのようにとらえていたか。イギリスにおける議
会主権は1765年のブラックストソの議会主権によって君主主権を制限する
主張によって確立したといわれている。しかし，それより前に，1610年の
コークはコモンローの理論を展開して，コモソローは議会の制定法に優位
することを主張した。この見解は1803年のマーベリー対マジソン事件でマ
ーシャル裁判長がアメリカの違憲審査権を主張する中でその理論の基礎と
したのである。したがって，アメリカでは議会主権よりも司法審査の方が
7発達していくことになる。アメリカは君主制がなかったから，君権制限を
目標とする必要はなく，したがって，議会主権による法の優位を主張しな
けれぽならない対象を欠いていたということである。
　南アフリカの初期植民地時代には，ボーア人とイギリス人には，法と平
等とに関して大きな考え方の違いがあった。少なくともイギリス人にはコ
モンローの思想があった。そのために南アフリカにおける奴隷開放が行わ
れたのであるが，宗教的純血主義を主張するボーア人にはこれは耐えがた
いことであり，有名なグレイト・トレックにより，ボーア人はケープをは
なれていくことになる。
　ケープにおけるイギリス人植民地支配下の1872年の段階では立法評議会
にアフリカ人にも参政権を認めていた。しかし，1909年の連邦憲法制定
後，ケープ州でみると，参政権は白人85％，アフリカーナ10％，アフリカ
人5％となっており，白人以外の参政権にきびしい資格条件を付して実質
は人種差別体制が確立していた。
　南ア連邦成立前のナタールはアメリカ憲法を多くとり入れていたが，ア
フリカ人を差別した点ではケープと実質において同様であった。トランス
バールとオレンジ自由国では明らかに人種差別の憲法が制定されており，
そのための立法権が議会にあることが当然とされた。そのような状況のも
とで1898年にKotz6裁判官が判決の中で，アメリカの違憲審査権を主張
して，政府と対立し辞任することになった。この判決に対しては賛否両論
があった1）。
　このような1909年憲法時代の経過を経て，1961年憲法に至ると，アパル
トヘイト政策は一段と強化されることになるので，議会制憲法の権威をま
もるには，議会優位主義も一段と強く主張されることとなった2）。
（2）選挙と国会
1961年憲法のもとでの南アフリカ国会の最も特徴的な事情は，少なくと
も1983年憲法が制定されるまでは，何が何でも国会議員を白人のみで構成
8するということであった。このことのために南ア白人社会は最大の努力を
払ってきたといってよい。そして，イギリスの議会主権の考え方を背景と
して，白入議員のみで構成される議会の制定する法律，しかも白人議員の
過半数がボーア人の政党NPで構成される議会の制定する法律によって，
アパルトヘイト政策を推進してきたのである。すでに1909年憲法の段階
で国会は白人のみによって構成されることになっていた。ただ1909年憲
法の段階では，1951年にケープに居住する混血の市民に投票権を認め自分
達の利益を代表する白人4名を選出することのできる投票者分離代表法
（act　no．46，1951）が制定されていた。そしてこの法律は1961年憲法にも
ひきつがれていた（40条（C））。ところが，国会はこの法律上の権利を1968
年に廃止する法律を制定した3）。このときから，1961年憲法における国会
の構成は，“雪のように白いこと”へすべての傾向と目的に向ったのであ
る4）。
　国会議員は当初，憲法40条によって白人による選挙でえらばれる者150
名，ナミビアからえらぽれる者6名，ケープ混血の利益代表者4名合計
160名であった。しかし，1965年に150名の分を10名増員して170名となっ
ていたが，さらに1968年にケープ混血の利益代表法を廃止，また1977年に
はナミビアを代表する6名の議員が解任された5’。その前の1973年に160
名としていた白人議員を5名増員して165名とした。この人数を各州毎に
配分した6’。
　1980年には大々的な憲法改正が行われた。この改正のもとは，1977年の
政府の憲法改正案である。この法案で国会議員を選出議員のほかに12名の
指名議員をえらぶことにした7）。
　南アフリカ連邦憲法は選挙権について比較的詳しく規定していたが，南
アフリカ共和国憲法は，これをほとんど選挙法にゆずっている。選挙法に
よると，投票は18歳及びそれ以上のすべての白人市民に与えられる。主な
欠格事由は反逆罪もしくは殺人罪，国内安全保障法，テロリズム法のもと
での投獄の判決をうけたもの，収監中のもの，精神異常などとなってい
9る8）。
　選挙法は1979年に改正されたが，それによると下院もしくは州評議会の
どちらかへ選挙のための候補者としての指名について規定している。ここ
で何人もその政党が登録されていなけれぽ，その政党の候補者として指名
されないし，また政党の代表として指名されない人は，単に個人的な候補
者として指名されるにすぎないことを定めている9）。
1）　この事情については，J．　Dugard，　Human　Rights　and　the　South　African
　Legal　Order，19．，　p．14以下参照。違憲審査制を排除するために最高裁判事が
　増員されたときその主席判事となったR．Gregorowskiの宣誓式において，
　Kruger大統領は，「審査権は悪魔の原理である」と警告した。　Dugard　p．24．
2）　1961年憲法による「国会は共和国において主権的立法機関である」との条文
　について，保守的な法律家達は，それが国事行為の確認としてうけとめ，また
　憲法の制限条項を除いては，立法府がダイシーの次のような意味での主権者で
　あると主張した。「国会はすべての問題について立法権を有する。それらが，
　不合理，不適当であることは関係がない」。Constitutional　Chronology　of
　South　Africa，　Constitutions　of　the　Countries　of　the　World，　South　Africa，
　1984，0ceana　Pub．　Inc．，　p．12．
3）　Separate　Representation　of　Voters　Amendment　Act，　no．500f　1968．
4）　Constitutional　Chronology，　p。13，
5）　　三bid．，　p．14．
6）　この人数はつぎのようになっていた。
　　Transvaal　　　　　　76　（73）
　　Cape　　　　　　　　　　　　55　　（　54）
　　Natal　　　　　　　　20　（18）
　　Orange　Free　State　14　　（15）
　　　　　　　　　　　165　　　（160）
7）1982年版Oceanaの世界憲法集の南アフリカ憲法にはでていない。
8）　テロリズム法は1982年に国内安全保障法によって廃止された。
9）　このときの選挙法の内容について，Constitutional　Chronology，　p．15－16，
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皿1　インド人，カラード評議会一設立から廃止まで一
　国民党政府は，1931年のパンツー統治法制定以来，アフリカ人の法的分
離に情熱をもやしていくが，他方カラードやイソド人についても真剣にそ
の分離策を考えてきた。そして，永い間残っていたケープ州のカラードに
対する投票権を奪うことも成功した。そこで，カラード，インド人につい
ては議会組織に組み入れることなく，彼らの意見をくみとる機構をつくる
作業にとりかかったのである。これがカラード代表評議会であり，インド
人代表評議会であった。
　（1）カラード代表評議会の設立と廃止
　カラード代表評議会は1969年の法律第49号カラード代表評議会によって
設立された。この評議会は政府指名の20名の議員と小選挙区制のもとでの
カラード有権者によってえらぼれた40人以上の議員で構成された。任期は
5年である。この評議会の運用は国会の予算が充当されることになってい
た。評議会の権限はカラードに関係する財政，地方自治，教育，社会福祉
及び地方の境界線決定などに関する法律を制定する権限を有していた。立
法にあたっては，中央政府の担当大臣が，法案の提出を許可し，評議会が
可決したときは，中央政府によって承認されるという仕組みになってい
た。カラード評議会の下でつくられる行政評議会は5人の行政官と4人の
議員及び中央政府が指名する議長議員をふくめ10名で構成した。
　けれども1980年に南アフリカ政府とカラード社会の政治代表との間に意
見が対立したため，法律24号南アフリカカラード評議会法によって修正さ
れた。この法律はこれまでのカラード代表評議会を廃止して，新たに30名
以内の指名議員のみで構成するカラード評議会にするものであった。そし
てさらにカラード問題担当行政官と4人の官吏で構成する執行機関が設け
られた。この修正法が制定されたときカラード担当大臣はこのような評議
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会組織ではカラードの満足のいくものはできないだろうと国会で発言し
た。そしてさらに，この制度は廃止すべきだとも述べた。
　南アフリカのカラード市民からもつよい反対をうけたこの新評議会法
は，実際には施行されなかった。そして，労働党の代表者と首相との1980
年8月の会談において，首相はカラード評議会を廃止する約束をした。実
際にこの法律が廃止されたのは，1983年憲法が制定されたときである1）。
　（2）インド人代表評議会の設立と廃止
　イソド人については，諮問また助言的団体としての南アフリカインド人
評議会が，1968年の南アインド人評議会法（法律31号）によって創設され
た。1974年にその構成員はインド人問題担当大臣によって任命される15名
と選挙人団を通じて間接的に選出される15名で構成されることが，法律30
号できまった。評議会の権限は教育と社会福祉の問題が中心的であった。
1978年に構成のための修正が行われた。それは主として選出議員の選出法
であった。それによると，評議会は選出議員のうちその所属する政党のメ
ソバーであった評議員については選出議員の数が34名かそれ以上であった
場合，もしくは34名の支持者，多数派政党の指導者によって任命された1
名には，多数派政党の指導者によって任命される3名の議員を追加して，
また少数派党の指導者によって任命された2名よりも少なかった場合には
多数派政党の指導老の助言によって，国大統領によって任命された2名を
加えて40名の選出議員で構成する。新評議員の任期は5年であった。
　このように計画されたインド人評議会法も実際の選挙はインド人によっ
てボイコットされ，実行は不十分のまま，結局1983年憲法で廃止されたの
である2）。
1）　Constitutional　Chronology，　P．16－17．
2）　op．　cit．，　P．17－18．
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N　バンツー・ホームランドの独立
　（1）　トランスカイの独立
　南アフリカの全人口の5分の4にあたる原住アフリカ人を，全領土のわ
ずか18％におしこめてしまった原住民土地法によって，アフリカ人を物理
的に白人社会から隔離してしまった政策は，1909年の連邦憲法時代につく
られた。それでも不安な白人政権は，いわゆる大アパルトヘイト政策を実
践する決意をした。大アパルトヘイト政策とは，居留地におしこめたアフ
リカ人の南アフリカ共和国の法的地位を消滅させることによって，白人と
アフリカ人を分離することである。そのために，バンツー・ホームランド
を自治国として独立させる構想であった。
　1961年憲法時代に入って間もなく，フルブールト首相の議会での表明に
よって，この政策が本格的に推進されることになった。これはボーア人が
イギリス支配からはなれて，自らの国家をつくりあげた自信と，白人のみ
の社会にすることへの執念によるものでもあった1）。
　最初のアフリカ人による統治地域は，東部ケープ州にあるトランスカイ
のコーサ地区であった。この制度を創設するための新立法として，トラン
スカイ憲法が1963年の法律第48号として制定された。この法律によって，
南アフリカ共和国市民権に抵触しないように，トランスカイ市民権が創設
された。Xhosa語がこの地域の公用語とされた。トランスカイ国旗と国
是も定められた。議会は65名の首長と，トランスカイ市民により選出され
た45名の議員で構成された。トランスカイ市民といっても，ホームランド
内に全員が居住しているのではなく，選挙の際の投票者の半数は、、白人地
区”内に居住している。議会の権限は，南アフリカ政府から委任されたも
のではない。したがって，立法権は，かつての地方評議会に信託されてい
た諸事項以上の各種の事項に及んだ（議会の制定法はactとされた）。こ
のようにほとんどの事項が，トランスカイ議会によって自主的に決定でき
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るものであったが，軍隊，外交関係，鉄道，貨幣発行については，その権
限はないものとされていた2）。
　内閣は国会によって選出された首相が，さらに国会議員の中から他の大
臣を任命して構成する。いわゆる議院内閣制で，南アフリカ共和国の当時
の政治体制であるウエストミソスター体制の基本である議院内閣制を採用
したものである。自治国であるから元首は南アフリカ共和国大統領という
ことになる。
　このような体制は，あくまでも南アフリカ共和国内の自治国であり，完
全な独立国とはいえない。しかし，独立国への気運はトランスカイ内部か
らと，南アフリカ共和国政府の両方からおこってきた。まず，1966年には
トラソスカイ議会で独立を要求する議案が提出されている。しかし，これ
は時期尚早とされてとりあげられなかったが，その後の議会選挙での各政
党のスローガンは独立をテーマとして行われた。一方，南アフリカ共和国
政府は，後述する1970年のパンツー・ホームランド市民権法，1971年のパン
ツー・ホームランド憲法の制定によって，まず，トランスカイの完全独立
への道を開くようにしたのであるS）。
　このような準備期間を経て，1974年に南アフリカ共和国政府はトランス
カイの独立を認める宣言をして，そのための合同委員会が共和国政府内に
設置された。そして，1976年に憲法としてのトランスカイ法（1976年法
100号）を制定した。この法律はその第1条にしたがって1976年9月26日
に有効となった。そこにはつぎのように定められた。
　（1）　トランスカイとして知られており，附則Aで述べられている地域に
　　含まれている領土は，主権を有し独立した国であると，この法律によ
　　って宣言されており，南アフリカ共和国の一部であることを終了す
　　る。
　（2）南アフリカ共和国は，いわゆる領土上の権限を行使することを終了
　　する。
　この法律には，そのほかに，次のような事項が定められた。①トランス
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カイの現行法の継続について，②国大統領の同意なく，憲法やその他の法
律制定に対する立法議会への授権，③1976年10月26日に共和国を拘束して
いる条約，協約，協定のトランスカイによる継承について，④共和国とト
ラソスカイとの間の条約，協定の効力について，⑤トランスカイの市民と
なり，南アフリカ共和国市民であることを終了する要件について，などで
ある4）。
　1976年10月26日には，トランスカイの立法議会も南アフリカ共和国憲法
をモデルとしたトランスカイ憲法法を可決した5）。この憲法でトランスカ
イは“主権的独立国であり，共和国である”，と宣言した。国旗，標語及
び公用語（Xhosa語）も定められた。この憲法でトランスカイの憲法上
の首長は国民議会によってえらぽれた大統領である。彼は行政評議会（大
臣会議）の助言にもとついて行動する。15名の国務大臣と5名の副大臣と
が指名され，すべて国会議員である。これはウエストミソスター型の政府
の責任制度が採用されたことになる。
　立法府は一院制で大統領と国民議会で構成される。その国民議会は5名
の大首長と70名の首長及び75名の選出議員で構成される。選出議員にはす
べての21歳以上のトランスカイの市民か，18歳以上の納税者で構成される
選挙民からえらばれる。国民議会は“主権的立法機関”であると宣言され
る。さらに議会の任期は5年であるが，大統領によって解散させられるこ
ともある6）。
　（2）ホームランド・モデル憲法
　トランスカイは以上のような状況で独立することになった。トランスカ
イがまだ自治国であった時期の1968年から1971年の間に，その当時つくら
れていた8つのアフリカ人居住区の領土権は，まだ中途半端のままとなっ
ていた。そこで，トランスカイの状況をみながら，これらの地区が自治的
な立法権を有するようなシステムに発展させることがはかられた。
　まずはじめに，パンツーホームラソド市民権法（1970年法26号）が制定
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され，アフリカ人社会の市民権を創設した。そして，同じ年にバンツー・
ホームランド憲法法（1970年法21号）が制定された。この憲法法によっ
て，トランスカイ以外のバンツー・ホームランドの自治国化もしくは独立
国としての展望が開けることになった。
　この憲法法によると，それは独立前の自治国であったトランスカイ憲法
の複製である。この憲法法は9個のバンツー・ホームラソド自治国を創設
するためのモデル憲法であった。そして，そのような自治国から独立国へ
の道すじとして，つぎのように“白人保護者”による“創造的自主撤退”
は，4段階で終了するとされた。第1段階は，制限的権限をもった領土権
の種子が播かれたとき，第2段階はより前進的地位をもつ領土権が芽を出
したとき，第3段階はなお不確定な領土権の地域に，立法議会の若木が育
ったとき，そして第4段階に自治領土が十分に成長したとき。この最後の
段階でトランスカイと同様に完全な独立をホームランド諸国が果したこと
になる。南アフリカ共和国政府はこのような青写真をつくったうえで，バ
ソツー・ホームラソドの政治環境を整備しながら1972年までに9つのホー
ムランドのうち7つのホームラソドに立法議会を設定したのである7）。
　（3）ボプタツワナ，ベンダ，シスカイの独立
　1977年12月6日，ボプタツワナが第2の自治領となった。これはボプタ
ツワナ地位法（1977年法89号）できめられた。この地位法の内容はトラン
スカイが自治領となったときに制定された地位法のパターンに従ったもの
である。この地位法によって約100万人がボプタツワナの市民権を取得す
ることになった。トランスカイと違う点は，南アフリカ共和国とボプタツ
ワナとの間で取り極めた条件で，ボプタツワナの市民権を放棄できるとし
たことである。自治国となってから自治領国会で自主的にボプタツワナ共
和国憲法が制定された。この憲法によると，法の前の平等を保障する権利
章典を含んでいる。そこには，何人も性別，家系，人種，言語，出生及び
宗教上の信念によって差別され，偏見をもたれたりすることはない，と定
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めている。一切の人権条項を拒否しつづけてきた南アフリカ共和国が，究
極の差別制度として設けたパンツー・ホームランドの国で，近代憲法史の
原則である権利章典を含む憲法が誕生したのである。
　元首は大統領であり，大統領は行政府の長でもある。国会は48名の指名
議員，同数の選出議員で構成される。さらに特別な知識，資格もしくは広
い経験をもっている人で，投票者として登録されているか，ボプタツワナ
の市民権のない人の中から大統領によって指名された3名の議員が加え
る8）。
　1979年9月13日ベンダが第3番目の自治領になった。承認の手続は，ト
ランスカイやボプタツワナの場合と同様であった。つまり1979年のベンダ
地位法（法107号）の可決によって行われた。この法律によって数10万人
のアフリカ人が南アフリカ共和国の市民権を失い，そのかわりにベンダ市
民権を取得した。ボプタツワナでは市民が自分の市民権を放棄できる条項
が定められたが，ベンダではトランスカイと同様にこのように条項はな
い。
　ベンダ共和国憲法がベンダ立法議会によって制定された。元首は大統領
であり，彼は行政府の長である。国会は大統領と国民議会で構成される。
その国会は42名の指名議員と42名の選出議員及び大統領によって指名され
た3名の議員の合議87名で構成される。この憲法はトランスカイ憲法と同
様に，権利章典をふくんでいない。
　1981年12月4日にシスカイが第4番目の自治領となった。これまでに自
治領となったホームランドと同様に，その年にシスカイ地位法（法110号）
が制定された。約200万人が南ア市民権を放棄し，シスカイ市民権に変更
した。シスカイ市民にとって，自分の市民権を放棄するようには立法され
ていない。新国家の憲法はシスカイ憲法としてシスカイ立法議会で制定さ
れた。元首は大統領であり，彼はまた行政府の長である。国会は大統領と
国民議会で構成される。その国会は38名の指名議員と22名の選出議員とそ
れに1名の首長で構成される。ボプタツワナの例にならって，シスカイ憲
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法は権利章典をもっている。
））））））））????西立野「南アフリカ共和国の中の「独立国」」法律時報58巻2号p．98．
以上，Constitutional　Chronology，　p．18．
西立野，前掲p．101。
Constitutional　ChronQlogy，　pp．18－19．
以上，ibid．，　p．19．
ibid．，　p．20．
ibid．，　p．20．
ibid．，　p．21，
V　1980年改正憲法への道程
　1961年憲法から1983年憲法の制定までの間，1961年憲法は部分的にかな
りの回数の改正を行ってきた1）。これらの改正のうちで，1977年に政府が
提案した憲法改正案にもとついて1980年に部分改正された憲法は，1983年
憲法の成立に大きく影響を及ぼしたものとして，注目される。この提案を
うけて，政府は1979年に憲法を作成し，議会に提出した2’。議会はシュレ
ブヅシュ委員会を設置した。この委員会で草案を審査して，1980年5月に
短い中間報告がなされた3）。これをうけて，議会は1980年7月1日に改正
憲法を議決した。この過程で問題とされたのは，一つには上院制度の廃
止，二つには大統領評議会の設置，そして三つにはホームランド独立に伴
う，アフリカ人を除いた人種構成の議会の問題であった。人権保障とか，
司法審査は論外となっていた。
（1）1977年の政府改正憲法提案
1977年に政府は総選挙のスローガンとして，新しい憲法の提案をした。
これは1976年に報告されたテロン委員会の報告の内容の一部をとりあげた
ものであった4）。テロン委員会はカラードの地位に関する問題の調査を行
ったのであるが，その報告によると，①現行の政府の制度にカラードを参
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入させる。②この目的のための法令改正を助言できる委員会の設置を提案
する。③ウエストミンスター体制を変更する，などであった5）。
　政府はこのテロン委員会の報告のうち，①については認めなかったが，
②，③については承認した。そのための憲法改正の調査委員会を設置する
ことにした。その委員会が，すでに紹介したシュレブッシュ委員会であ
る。
　国民党政府はそれ以前から，アフリカ人を国籍によって南アフリカ共和
国から排除するホームランド計画を促進させるとともに，イソド人やカラ
ードを白人とともに政治参加させることを考えていた。その方法として，
インド人評議会とカラード評議会を設立したが前に紹介したように，それ
は結局失敗に終った。そこで，のちに1983年憲法で採用された三院制を考
慮に入れるようになっていた6）。そのほか，三院制中心の政治を行う合同
政府の構想もあり，大統領に行政権をもたせること，評議会内閣もしくは
大統領評議会などが考えられていた。しかし，実際につくられた1979年4
月の憲法草案には，これらの考えはあまり織り込まれなかった。つぎに，
1979年草案についてみてみよう。
　（2）1979年憲法草案の内容と性格
　この憲法草案は，国民党政府がかねがね考えていたことからは，かなり
後退したもので，行政権をもつ大統領制は，採用されていないが，三院制
の導入は採用されている。それでも基本的に白人で構成する議院を優位に
おく旧来の制度を踏襲したものである7）。しかし，つぎの点で新しい提案
が織りこまれていた。
　まず三院制であるが，前述したように基本的には白人議会優位である
が，第二院，第三院にそれぞれカラード評議会とインド人評議会から，12
名ずつの選出議員と8名の指名議員で構成する議会が設けられる。この法
案ではこの体制をcommunity　systemと名付けている。そして，各院が
それぞれのコミュニティーのための行政機関をもつことになっているが，
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それはウエストミンスター体制と変らない議院内閣制をとることになって
いる。
　このような三院各自に設置される内閣を，コミュニティー内閣8）とい
う。このコミュニティー内閣の合同会議として設けられたのが，内閣評議
会の制度である。そして，この内閣評議会が草案の大きな目玉の一つとな
った。構成は，3名の職権上の首相と，それぞれのコミュニティー内閣か
ら，自らえらばれた11名の首相以外の大臣一6名の白人，3名のカラー
ド，2名のイソド人一で構成する。これで，白人と非白人が同数になる
ことになっている9）。
　この機関は，しかし行政機能はなく，つぎのような機能をもつものとさ
れた。①国家的利益の問題に関して勧告を大統領議会に対してする。②そ
れぞれのコミュニティー議会の手続によって，大臣の参加を権威づける。
③大統領によって執行される文書に副書する，などを定めている。このよ
うな役割のために，内閣評議会はそれほど重要な機関ではなく，その性格
が不鮮明な機関であると評された1°）。
　草案の二つ目の事項は，大統領評議会の制度である。大統領評議会は任
期5年で，内閣総理大臣たちの助言で，大統領が任命する55名の議員で構
成される。その資格は白人，カラード，インド人の投票者として登録でき
る資格のある人である。大統領評議会の役割としては，大臣評議会の質問
にこたえて助言したり，各種の問題の解決にあたって，協調的機関として
の役割を果たす機関である11）。
　（3）シュレブッシュ委員会による草案の審査
　1977年の政府の憲法改正提案は，1979年4月に法案として具体化され，
議院の両院合同委員会に提出された。その内容については，前項で詳しく
紹介したところである。この国会の末期に両院合同委員会は，この草案を
審査委員会に付託した。この審査委員会は，両院から同数の24名で構成さ
れた。この委員会が先に紹介したシュレブッシュ委員会である。
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　この委員会ができる前に，テロン委員会が提案して実現していたカラー
ド代表評議会が消滅し，インド人代表評議会は選挙で失敗して実現しなか
った。この経緯はすでに紹介した。そのために，新憲法の将来はやはり白
人中心の制度にならざるを得なかったが，同委員会は選挙によらないイン
ド人，カラードのエリートの協力が得られる制度の確立を勧告したのであ
る。
　このような前提にたって，シュレブッシュ委員会は，新憲法制定にあた
って，憲法草案の内容を検討しながら，つぎのような項目について，勧告
した。①上院は廃止する。②下院による憲法上の制限条項に対する権限を
明確化する，③副大統領を大統領評議会の議長とする，④大統領評議会の
構成については，各種の問題について大統領に助言することを定めて，大
統領によって任命される60名の“国家的知識人”で構成する。⑤下院議員
を党の指導者によって指名される20名を増員する12’。
　これらの勧告の内容のうち，上院の廃止は委員会としてはラジカルな改
革の一つと位置づけていたが，すでに上院の役割は弱められていたので，
委員会が力んだほどにラジカルな改革というわけではなかったls’。下院議
員の増員は結局177名となり，憲法改正案やシュレブッシュ勧告より若干
多くなった14）。
　1977年の政府憲法提案とシュレブッシュ委員会とのちがいの一つに副大
統領制の設置がある。1977年政府憲法提案には副大統領制はなかった。シ
ュレブッシュ委員会の勧告では副大統領の役割は単にシンボル的なもので
はなく，大統領評議会の政治的統制力をもつものとなっていた。大統領評
議会については，1979年草案では不安定であったが，シュレブッシュ委員
会ははっきりと勧告した。構成は副大統領と60名の議員で構成する。任期
は5年。議員にはアフリカ人を排除している’5’。
1）つぎのような改正が行われた。
　act　no．65，1962，　act　no．9，1963，　act　no．83，1965．
　act　no．　73，　1966，　act　no．　9，　1967，　act　no．　1，　1971．
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　act　no．79，1973，　act　no．48，1974，　act　no．60，1976．
　act　no．99，1979，　act　no．28，1980，　act　no．70，1980．
　act　no．74，1980，　act　no．101，1980，　act　no．40，1981．
　act　no．　101，　1981，　act　no．　99，　1982．
2）　act　no．99，1979．
3）Schlebusch委員会は下，上両院の24名の議員で構成された。報告書はIn－
　terim　Report　of　the　Commission　of　Inquiry　on　the　Constitution，　RP．
　68／1980．Bou11e，　pp．133，157N8．
4）Theron委員会とは，1973年3月23日にカラードの地位に関する問題を調査
　するために設けられた委員会で，1976年6月18日に報告がなされた。この委員
　会は12人の白人と6人のカラードで構成されていた。Boulle，　p．146，　note　162．
5）　　ibid，　pp．129－131．
6）　　ibid，　p．150．
7）　　ibid，　p．152．
8）　　ibid，　p．152．
9）　　ibid，　p．153．
10）　　ibid，　p，154．
11）1977年憲法草案について，Boulleはこの草案が協調（Consociationalism）
　をうたっているが，つぎの三点で批判している。①まずアフリカ人の参加が困
　難であり，はじめからアフリカ人による第4院を考えていなかったこと，②カ
　ラードに議会立法権を与えたが，白人との間にははっきりと区別を設けた。③
　カラードとインド人に有効な拒否権を認めていない，Boulle　pp．156～7．
12）　　ibid，　p．158．
13）　　ibid，　p．159。
14）　ibid，　p．160．
15）　　ibid，　p．163．
